
行 政 不 服 審 査 制 度 検 討 会 

第１回議事次第 

 

平成18年10月30日（月）17:00～18:30 

総務省５階第４特別会議室 

 

１ 議 題 

（１）開会 

（２）総務副大臣あいさつ 

（３）総務大臣政務官あいさつ 

（４）座長あいさつ 

（５）出席者の紹介 

（６）検討会の開催・運営について 

（７）これまでの取組みについて 

（８）検討会のスケジュールについて 

（９）フリートーキング 

（10）閉会 

 

２ 配布資料 

（資料１） 行政不服審査制度検討会名簿 

（資料２） 行政不服審査制度検討会開催要領 

（資料３） 行政不服審査制度検討会運営要領（案） 

（資料４） 行政不服審査制度研究報告書 

（資料５） 行政不服審査制度の特定事項に関する調査研究報告書 

（資料６） 行政不服審査制度の改善等についての意見・要望の募 

集結果 

（資料７） 平成 17 年度行政不服審査法等の施行状況に関する調

査結果（暫定版） 

（資料８） 地方公共団体ヒアリング結果 

（資料９） 行政不服審査制度検討会スケジュール（案） 



資料１ 
  

 

行政不服審査制度検討会 名簿 

 

（敬称略、五十音順） 

 

   稲葉
い な ば

 馨
かおる

 （東北大学大学院法学研究科教授） 

   今川
いまがわ

 晃
あきら

 （同志社大学政策学部教授） 

   小幡
お ば た

 純子
じゅんこ

 （上智大学大学院法学研究科教授） 

   小早川
こばやかわ

 光郎
み つ お

 （東京大学大学院法学政治学研究科教授） 

   高橋
たかはし

 滋
しげる

 （一橋大学大学院法学研究科教授） 

   中川
なかがわ

 正晴
まさはる

 （兵庫県立大学経営学部教授） 

   雛形
ひながた

 要松
ようまつ

 （公証人） 

   藤村
ふじむら

 誠
まこと

 （(財)労災保険情報センター理事長） 

   前田
ま え だ

 雅子
ま さ こ

 （関西学院大学法学部教授） 

   水野
み ず の

 武夫
た け お

 （弁護士・立命館大学大学院法学研究科教授） 

   山本
やまもと

 隆司
りゅうじ

 （東京大学大学院法学政治学研究科教授） 

   和久井
わ く い

 孝太郎
こうたろう

 （東京都総務局参事（審査法務担当）） 

 



資料２ 

行政不服審査制度検討会開催要領 

 

１ 目 的 

  行政不服審査制度検討会は、行政不服審査制度の見直しについ

て、法制的な観点から有識者による専門的な検討を行うことを目

的とする。 

 

２ 会 議 

  総務副大臣が主宰する検討会とし、行政不服審査法等諸制度に

関し、専門的かつ優れた見識を有する者に参集を求めるものとす

る。 

 

３ 運 営 

（１） 会議は座長が招集するものとする。 

（２） 座長に事故があるときは、あらかじめその指名する者がそ

の職務を代行するものとする。 

（３） そのほか、会議の運営に必要な事項については、座長が定

めるものとする。 

 

４ 庶 務 

検討会の庶務は、総務省行政管理局企画調整課行政手続・制度調

査室において処理するものとする。 

 



資料３ 

行政不服審査制度検討会運営要領（案） 

 

 

１ 議事運営の方法について 

  座長が必要と認める場合、別途有識者等から意見を求めること

ができる。 

 

２ 会議の公開について 

  会議は原則として非公開とするが、座長の了承を得た者につい

て傍聴を認める。 

 

３ 会議の議事要旨について 

  毎回、議事要旨を作成し、会議終了後速やかに総務省ホームペ

ージに掲載する。 
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Ⅰ 行政不服審査法制定以降の変化、現行行政不服審査制度の運用状況 

 

（はじめに－本研究会報告の位置付け） 

 本研究会報告は、制定以降 40 年余りを経過し､その間実質的な見直しがなされてい

ない行政不服審査法の今日的な在り方についての総務省からの検討要請を受け、（財）

行政管理研究センターにおいて学識経験者からなる研究会を開催し、取りまとめたも

のである。 

 

 研究会では、関係行政機関、日本弁護士連合会等からのヒアリングを行い、行政不

服審査法の運用の実態や課題についての認識を深めるとともに、行政不服審査法に関

する個別の論点に係る討議、報告書のたたき台を検討するワーキンググループにおけ

る議論などを経てこの報告を取りまとめた。 

 

（行政不服審査法制定以降の行政と国民をめぐる状況の変化等） 

行政不服審査法は、昭和 37 年（1962 年）に、それまでの訴願制度を改め、簡易迅

速な手続による国民の権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保する

ことを目的として制定された。これ以降、高度成長、オイルショック、バブルの崩壊

等を経て社会が成熟化し、その過程で国民の権利利益に関する意識の変容、経済活動

の領域の多様化、グローバル化の進展等がもたらされている。これに対応して、国の

行政に関しては、昭和 56 年（1981 年）の第二次臨時行政調査会の設置による改革を

はじめ、地方分権改革、中央省庁等の改革など様々な改革が行われてきたところであ

る。 

これを行政不服審査制度との関連で整理すると、行政においては、次のような改革、

変化があったと言えよう。 

① 行政による民間の活動等に対する規制の緩和、改革が進展、行政の用いる手法が

変容し、事後チェックの重要性が増している。 

② 地方分権が進められ、国と地方の関係が変化した。 

③ 行政手続法や行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下、「情報公開法」

という。）の制定など、行政の公正・透明性の確保のための取組が進展した。 

④ 行政不服審査法制定当時の行政を担う主体は、行政機関と特殊法人が中心であっ

たが、その後、独立行政法人、指定法人としての公益法人その他の団体等様々な主

体が関与する仕組みが整備されてきた。 

 

また、国民の権利利益に関する意識については、規制改革や情報公開の進展などと

もあいまって、 

① 利害が多様化、複雑化し、その調整が高度かつ困難となってきた、 
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② 行政の行う決定等に対する意識が高まり、不信や不満が明確に表現される機会が

増えてきた、 

という変化があったと言えよう。 

 

（行政不服審査制度の運用状況） 

 ここでは、総務省行政管理局が実施した平成 14 年度の行政不服審査法等施行状況

調査（以下、「平成 14 年調査」という。）から、行政不服審査制度の運用状況をみて

みることにする。 

 

 国に対する不服申立ての件数は、異議申立ては全体で 7,709 件であり、これを関係

する法律別にみると、国税通則法関係が 6,359 件とそのうちの 82.5％を占め、以下、

情報公開法関係で 427 件（5.5％）、国税徴収法関係が 242 件（3.1％）となっている。

審査請求は、全体で 8,736 件であり、これを関係する法律別にみると、社会保険関係

（健康保険法、船員保険法、厚生年金保険法及び国民年金法）が 3,220 件（36.9％）、

国税通則法関係が 2,554 件（29.2％）、労働者災害補償保険法関係が 1,496 件（17.1％）

となっている。再審査請求は全体で 1,153 件で社会保険関係（528 件）と労働者災害

補償保険法関係（429 件）で 83％を占める。 

 

 同調査では、地方公共団体については、都道府県、政令指定都市及び県庁所在市を

対象としているが、都道府県に対する不服申立ての件数は、全体で異議申立てが 1,875

件、審査請求が 6,490 件、再審査請求が７件であり、異議申立てでは、情報公開条例

関係が 837 件（44.6％）、審査請求では介護保険法関係が 1,827 件（28.2％）でそれ

ぞれ最も多い。政令指定都市に対する不服申立ての件数をみると、全体で異議申立て

が 271 件、審査請求が 1,564 件、県庁所在市に対する不服申立ての件数は、全体で異

議申立てが 684 件、審査請求が 25 件となっている。 

 

 国における処理期間をみると、異議申立ての８割強を占める国税通則法関係では

89.7％が３か月以内に処理されている。一方、審査請求では、３か月以内の処理が

29.1％であり、３か月を超えるものが 71.9％、１年を超えるものが 23.5％となって

いる。このうち社会保険関係では３か月以内の処理の割合は 61.7％と高くなっている。

再審査請求では、６か月を超えるものが 84.4％である。 

 

地方公共団体における処理期間についてみると、都道府県における異議申立てでは

47.7％が３か月以内であるが、審査請求では３か月以内は 10.5％である。また、県庁

所在市における異議申立てについては３か月以内の処理の割合が 86.7％と高くなっ

ている（大半は住民基本台帳法関係である。）。 
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 一方､地方裁判所における行政訴訟事件の審理期間（平成 16 年）をみると、約３割

が６か月以内に、約２割が６か月から１年以内に終了している。 

 

 次に、申立てが認容されたもの（一部認容も含む）の率をみると、国の場合、異議

申立てについては、情報公開法関係が 51.0％、国税通則法関係が 20.8％であり、こ

れ以外のものの認容率は約７％である。審査請求については、労働者災害補償保険法

関係で 17.7％、国税通則法関係で 17.1％、社会保険関係で 10.4％となっている。都

道府県の場合は異議申立ての認容率が 17.3％、審査請求では 2.1％、政令指定都市の

場合は異議申立てが 25.0％、審査請求が 1.0％、県庁所在市の場合、異議申立てが

3.6％で、審査請求の認容はなかった。 

 

 行政訴訟事件については、認容率（一部認容も含む。平成 16 年）は第一審で約 19％、

控訴審では約 18％となっている。 

 

 以上を踏まえると、裁判と比べ、行政不服審査制度が本来予定していた「簡易迅速」

な「権利救済」が実現しているとは言いがたい面がある。 

 

参考までに、平成 14 年度の行政手続法施行状況調査によれば、調査対象となった

国の行政機関が行った不利益処分のうち、聴聞相当処分は 350 件、弁明相当処分は約

3,500 万件（大半が社会保険関係）であった。 

 

（以上を踏まえた改革の必要性） 

 行政の複雑高度化、国民意識の変化を踏まえれば、事前・事後を通じた行政手続を

整備し、これを活用していくことが重要である。特に、行政の裁量による事前調整に

依存する社会から、客観的な基準の適用によるチェック・監視を重視する社会への転

換が企図されている中では、それらの基準に基づく行政上の行為に関する救済の制度

は一層重要性を増すものと考えられる。このうち、裁判によらない形での行政内部の

救済制度は、簡易迅速性や行政の自己反省機能が発揮できるのであれば、国民の権利

利益の保護、国民の行政に対する信頼の確保の観点から非常に重要かつ有効なものと

なろう。 

 

 また、見直しに当たっては以下の諸点も踏まえる必要がある。 

  

① 行政不服審査法は、事前手続の一般法である行政手続法の存在を前提とせず組

み立てられていた。このため、事前・事後の行政手続を一連のものとして捉えた
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上で、救済を検討するということはなされておらず、事前・事後を通して見た上

で、国民の権利利益の保護のための制度として十分かどうかについて検討を行う

必要がある。また、行政不服審査法と同時期に制定され、行政上の行為に関する

国民の権利利益保護のための制度として行政不服審査法と共に議論されること

の多い行政事件訴訟法については、国民の権利救済を充実させる観点からの改正

が行われたが、行政不服審査法については、それと整合性を図る観点からの最低

限の手直しが行われたのみである。 

 

 ② 行政活動において、処分の第三者の利害が関わる場合が増えており、事前・事

後手続を通じて第三者を含む多様な利害に配慮する取組が求められている。行政

上の事後の救済制度においても処分等の相手方以外の第三者の利害が複雑に関

わる場合があり、第三者の審理手続への参加を充実させることが求められる。 

  

③ 地方分権改革により、機関委任事務が廃止され、国と､都道府県､市町村は上下

関係ではなくなった。国の行政組織においても地方支分部局の整理合理化等が進

展し、行政不服審査制度が前提としていたような行政機構の構造とは異なるもの

となっている。また、行政不服審査法が、処分庁に上級行政庁があるか否かとい

う国民にとって理解が難しい事項によって審査庁を分けていること、さらに審査

庁についての特例が多岐にわたり、その全容を理解することが困難であることが、

利用の妨げの一因となっているとの指摘も踏まえる必要がある。 

 

 以上の認識に立ち、本研究会は、行政内部の救済制度の目的として、現行の行政不

服審査制度の目的である簡易迅速な国民の権利利益の救済、行政の適正な運営の確保

を掲げることは引き続き必要であると考えた。また、救済制度の在り方としては、こ

れまでの行政実例や判例､学説等の積み重ねなども考慮すれば、現行の行政不服審査

制度をベースとし、これを発展させていくことが現実的であり、また適当ではないか

と考える。本制度は、引き続き、行政機関の作為又は不作為が国民の具体的な権利利

益にかかわる場合において、その権利利益の保護を図るための手続として位置付けら

れることが適当としつつ、現行制度では対象とされていないものも広く視野に入れて

検討を行った。 
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Ⅱ 処分に対する不服申立手続 

 

 国民の権利利益の保護を行政不服審査制度の基本理念に引き続き位置付けるので

あれば、行政上の行為のうち、国民の法的地位に変動をもたらす「処分」を不服申立

制度の対象の中心に据え、その「処分」に対する不服申立手続に関しては、現行制度

を踏まえつつ、これを発展させることが適当と考える。以下では、「処分」に対する

不服申立手続についてまず述べ、「処分」以外のものの取扱いについては、Ⅳで述べ

ることとする。なお、行政上の行為が多様性を増す中で一定の行為が「処分」に該当

するか否かについて判断が困難な面もあり、さらに検討・整理が必要である。 

 

※ 現行行政不服審査法は、継続的事実行為も申立ての対象としているが、事実行為

に関してはⅣで述べることとする。 

 

１ 不服申立適格 

 現行の行政不服審査法では、不服申立適格について「処分に不服がある者」との

み規定し、解釈上、不服申立適格の具体的範囲は取消訴訟の原告適格の具体的範囲

と同様とされてきた。 

 今回、不服申立適格を拡張する可能性も含めて検討したが、「処分」についての

不服審査の仕組みにおいては、行政事件訴訟法に基づく取消訴訟との連続性にも配

慮し、不服申立適格については現行の取扱いを維持すべきと考えられ、行政事件訴

訟法第９条第２項の趣旨・運用も注視しながら柔軟に対応していく必要があるとの

検討結果に達した。 

 

 なお、訴訟制度においては、団体訴権について、個別の実体法の目的や当該法律

が保護しようとしている権利、利益を考慮して検討することとされている（平成 13

年６月 12 日司法制度改革審議会意見書）。不服申立てにおける団体の申立適格につ

いても、訴訟制度の動向も踏まえながら対応していく必要がある。 

 

 

２ 申立ての種類及び審理の基本構造 

 

○ 基本的考え方 

 現行の行政不服審査制度においては、処分庁に上級行政庁があるときには「審査

請求」、処分庁に上級行政庁がないときは「異議申立て」と用語を区分し、それぞ

れの手続を区分している。また、制度設計として、できるだけ審査請求が多くなる

ようにするいわゆる「審査請求中心主義」が採られている。 
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しかしながら、「審査請求」と「異議申立て」の二元主義に関しては、権限を下

部機関に委任したかどうかで手続が異なることとなり、結果的に申立人の手続的権

利に差異が出るなど不都合がみられる。また、処分を行った者以外ができる限り審

理を行うという「審査請求中心主義」の考え方は維持すべきであるものの、地方分

権の考え方にかんがみると、国が地方公共団体の処分について、あるいは都道府県

が市町村の処分について、上級行政庁としての監督権限を背景にして是正を図ると

いう「審査請求中心主義」の前提は維持しがたくなっている。したがって、「審査

請求」と「異議申立て」の二元主義をやめるとともに「審査請求中心主義」を今日

的に修正する必要があるのではないか。 

 

この場合、現在の手続では、処分庁が当事者としての十分な責任を果たすことに

なっていない面もあることから、処分担当者を一方の当事者として明確に位置付け、

もう一方の当事者である申立人と対峙し、当事者たる処分担当者とは別の立場にあ

る者が審理に当たるという対審的構造を採ることを原則としてはどうか。 

 

しかしながら､処分担当者とは別の立場にある者が審理に当たるとしても､組織

の長の発する通達には拘束されるなど､審理の範囲において一定の限界も有してい

る。このような限界を克服するため、処分担当者の所属する機関や当該機関の上級

行政庁に当たる組織以外の第三者を関与させることが重要と考えられる。現在､個

別制度により整備されているものを参考にしつつ､第三者機関等が不服審査に関与

することを拡大してはどうか。 

 

以下では、まず国の行政機関を念頭に置いた検討を行った。 

 

○ 具体的検討 

 

（１） 「審査請求」と「異議申立て」の二元主義の廃止 

  上記で示したように、行政機関の構成や権限委任の有無などにより、申立人の手

続的権利にも差異を及ぼすことは適当ではないと考えられる。また、両手続の一本

化を図ることは、国民に分かりやすい制度とする観点からも意義のあるものである

ことから、「審査請求」と「異議申立て」の二元主義を廃止し、一元化を図る必要

がある。 

 

（２） 審理の基本構造 

 上記基本的考え方で示したように、申立てに対し処分庁が裁断するというのでは、
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争点が明確にならず、申立ての公正な処理に欠ける面がある。したがって、処分庁

を一方当事者として明確に位置付けて申立人と対峙させ、処分庁における処分担当

者とは別の立場にある者が審理を担当する対審的な構造とし、最終的な裁決につい

ても、原処分権者が大臣等の場合を除き、原処分権者より上位の者が行うことを原

則とするなど、審理の公正性や申立人の手続的保障等に配慮した仕組みとしてはど

うか。 

 

例えば、本省や比較的組織の大きい地方支分部局などにおいて処分を行った場合

には、処分担当課室等と別の課室等の担当者が審理に当たり、規模の小さい地方支

分部局などにおいて処分を行った場合には、その上級行政庁に当たる機関の担当者

が審理に当たることが考えられる。 

 

 なお、法律等により、処分権限を民間検査機関など行政機関以外の者に委任した

場合には、既に多数の立法例があるように、行政責任を担保する観点から、本来の

処分権限を有する行政機関が審理を行うことを併せて統一ルールとしてはどうか。 

 

（３） 不服申立ての提出先 

 不服申立書の提出先については、申立人側の分かりやすさや便宜に配慮する観点

から、処分庁への提出のほか、処分庁の所属する府省等の窓口にも提出することを

可能としてはどうか。 

 

（４） 審理段階の簡素化 

 現行行政不服審査制度は、個別立法に基づき、①異議申立て及び審査請求の２段

階の手続、あるいは②審査請求及び再審査請求の二段階の手続を設定することを予

定している。このように段階を経ることは、救済の機会を増すとともに、審理の結

果の全国的な統一性等を図る意味があると解されてきた。しかしながら、平成 14

年調査でみても、再審査請求で認容の例があるのは社会保険関係に限られるなど、

段階を経ることが煩瑣なだけであって、必ずしも救済に結びついているとは言えな

い面がある。 

 

（１）の考え方に従えば、審理は原則一段階となる。現在二段階の手続をとるこ

とが予定されているものがあるが、二段階の手続を経るのは、大量に行われる処分

に対するものやいずれかの段階で第三者機関が関与するなど二段階の手続を置く

合理的な理由のあるものに限ることとしてはどうか。さらに、二段階の審理を存置

する場合にあっても、二段階目の審理に関しては、仮に不服申立前置が採られてい

る場合でも、これを経ることなく直接訴訟を提起することも許容してはどうか。 
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 また、現行行政不服審査法において、審査請求のできる処分につき、原権限を有

する行政機関が他の機関に処分権限を委任した場合、本来審理を行うべき行政機関

が審理を行えなくなることを防止する観点からの再審査請求の規定があるが（第８

条第１項第２号）、上記（１）及び（２）による手続の中で審理を行う者を調整す

ることにより対応すればよいものと考えられる。 

 

（５） 不作為に対する不服申立ての取扱い 

 不作為に対する不服申立てについては、現行では異議申立てと、直近上級行政庁

への審査請求のいずれかを不服申立人において選択することができる。しかしなが

ら、上記（２）による府省単位での手続をとる場合には、不作為に対する不服申立

てについても同様の手続とすればよいものと考えられる。 

 

なお、不作為に対する不服申立てについては、行政手続法の第６条（標準処理期

間）及び第９条第１項（審査の進行状況及び処分の時期の見通しを示す努力義務）

によって措置されており、不服申立ての機能の大部分はこちらで代替されていると

いう見方もある。 

 

（６） 第三者性の確保 

 これまで、審査請求と異議申立ての二元主義の廃止、対審的構造の導入、審理段

階の簡素化などを図ることを提案したところであるが、単純に簡素化しただけでは､

分かりやすさや申立処理の簡易迅速性は向上するものの、行政の見直しや国民の権

利利益の保護に資するとは言えないため、別途の工夫を行うことが必要である。 

 また、処分庁の担当者とは別の立場にある者が審理に当たるとしても､その者も

組織の長の発する通達には拘束されることとなるなど､審理の範囲については一定

の限界も有している。 

  この点、現行でも個別制度において第三者機関が裁決を行ったり、第三者機関が

裁決庁の諮問に応じて答申を行ったりしている例があり、これらの中には一定の成

果を上げ、評価を得ているものもあることから、第三者機関の活用を広く取り入れ

ることを検討すべきである。 

 

 現在、申立件数の多い分野や専門的判断を要する分野などにおいて､個別に第三

者機関が関与する仕組みが採られている。これらの個別の機関の在り方については

更に検討の必要があるが、特に､現状では第三者機関が関与していない分野におい

てどのような対応策がとり得るのかの検討が重要である。 
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例えば、現在、第三者機関が関与していない行政分野について、情報公開・個人

情報保護審査会のような仕組みを設け、各行政機関からの諮問を受ける形としてそ

こで分野横断的に処理を行うことが一つの選択肢ではないかと考えられる。 

 

 その場合、様々な行政分野における申立てが行われることが予定され、一定数に

限定された構成員の知見のみで対応することは困難な場合もあると考えられるこ

とから、当該案件に精通した学識経験者、専門家等の参加も可能とするような参与

制度などの活用も視野に入れるべきであろう。 

 

以上のように分野横断的な処理機関を設ける場合、すべての申立案件に第三者機

関を関与させることは大幅なコストの増大を招くことなどから、特に慎重な手続を

要する処分に限定して第三者機関を関与させることが適当と考えられる。 

 

 その際、どのような処分を第三者機関の手続に付すべきものとするかが問題とな

る。 

 第三者機関の審理にかからしめることが適当なものとしては、①当該処分により

申立人が重大な権利利益の侵害を被るもの、②審理担当者が踏み込むことには一定

の限界があると考えられるもの、などが考えられる。 

 

 ①については、聴聞相当処分（行政手続法第 13 条第２項の規定に該当する場合

を含む。）、申請拒否処分などが、②については、申立ての理由が審査基準、処分基

準等の通達やその他の法令の適用・解釈例にかかわるもので、今後の他の処分にも

影響を与え得るものが考えられる。 

 

 以上の第三者機関における手続についても、処分庁が一方の当事者として参加す

る対審的審理構造を採ることとしてはどうか。 

 

（７） 地方公共団体における対応 

 地方公共団体における審理機関については、地方公共団体の規模や不服申立ての

現状にかなりの差がみられることから、こうした実情も踏まえた検討が必要となる。 

地方公共団体における不服申立て件数（異議申立て、審査請求及び再審査請求の合

計）を、平成 14 年調査からみると、都道府県では最も多い東京都で 1,246 件、最

も少ない島根県で４件、政令指定都市では最も多い名古屋市で 468 件、最も少ない

さいたま市で 13 件、県庁所在市では、最も多い和歌山市で 296 件、最も少ない大

津市、鳥取市が各１件となっている。 
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 地方公共団体においても、本来、上記（１）から（６）までで述べたような形で

審理を行うことが適当と考えられるが、上記のような処理の状況では、すべての地

方公共団体において第三者機関等を設置し、これに対して諮問を行う等の措置をと

ることは現実的ではないと思われる。（現在、地方公共団体については、建築審査

会、開発審査会、介護保険審査会、固定資産評価審査委員会などが第三者機関とし

て必置とされている。） 

 

 このような場合には、地方公共団体が単独で第三者機関を設置することのほか、

地方公共団体間で共同の処理機関を設ける、あるいは難民審査参与員などの制度を

参考に、その都度審査にかかわる第三者を指定するなどの措置を採ることも含め、

第三者性の確保の配慮について検討すべきと考える。 

 

 なお、地方公共団体の事務に関する不服審査としては、現行では法定受託事務又

は自治事務について、国の行政機関が不服審査を機縁として関与する、いわゆる裁

定的関与があるが、審査請求と異議申立ての二元主義の廃止の一環として、特別の

理由により引き続き存置する必要があるものを除いては縮減すべきではないか。 

 

 市町村の事務執行に関する都道府県知事等の裁定的関与も、同様に考えるべきでは

ないか。 

 

 

３ 審理手続 

 

○ 基本的考え方 

 現行行政不服審査法では、審理の進め方について職権主義の色彩の濃い規定が置か

れており、その後制定された行政手続法と比べても、申立人の手続保障に欠けると思

われる面がある。また、行政機関へのヒアリングにおいては、審理に関して明確な規

定がないため運用に戸惑っている事態も見受けられた。このようなことから、審理手

続について､申立人の権利保障を図りつつ、審理の促進にも配慮した規定を設けるこ

とが適当と考えられる。また、行政手続法と一貫して手続を考える必要もあろう。 

 

○ 具体的検討 

 

（１） 審理の原則 

 望ましい審理の在り方としては、 

① 原処分維持の姿勢を前提とするのではなく、客観的に審理を行うこと、 
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② ①の実現のため、原処分を行った者と別組織の者が審理に関わることが望まし

いこと、 

③ 審理を進めるに当たり、必ずしも争点が明確になっていない場合があるが、こ

の場合には、争点の明確化に努めること、 

④ 行政内部の不服審査の特長として、裁量の中身にも立ち入れるメリットがある

ことから、不当性も含め審理を行うこと、 

などが挙げられる。これらの在り方を努力義務の形で法律上に示すことなどにより、

審理においてあるべき原則を担保することが考えられるのではないか。 

 

（２） 審理権限と審理担当官 

 審理を対審的構造とした場合、誰が審理に当たるのかが非常に重要となる。また、

申立人側からみれば、誰が申立案件の処理を行っているのか明確になることが望ま

しい。さらに、現在、審査庁の権限とされている事項をどこに帰属させるのか明確

にする必要があるため、審理権限の帰属を明確化するとともに、審理を実際に担当

する審理担当官に係る規定を設けてはどうか。 

 

 審理担当官は、裁決権者がこれを指名することとしてはどうか。 

 

 現在の審査庁の権限を裁決権者の権限として整理した上で、この権限のうち、解

釈上分かれている職権探知についてこれを許容する規定を置き、明示すべきではな

いか。この際、職権探知で得た資料等についても閲覧を認めるなどにより、申立人

に対して不意打ちとならないような工夫が求められるのではないか。 

 

 また、行政機関へのヒアリングにおいては、審理を進行させる観点からの規定が

不明確なため、審理が長期化しているとの意見も出されていた。こうしたことから、

審理担当官の権限として、処分庁及び第三者への資料提出要求権を明確に規定する

など審理促進の観点からの規定整備を行う必要もあるのではないか。 

 

（３） 不服申立人の手続的権利 

 不服申立人の攻撃防御のための権利を十分なものとするためには、①争点が何な

のか、②処分庁が何を根拠に処分を行っているのかが明確にできるような手続を整

備することが望ましい。 

 

このため、前述したとおり手続を対審的な構造とする原則の下、口頭の意見陳述

の機会を付与する場合においては、処分庁側の職員と不服申立人との対審的な構造

とした上で、処分庁側の職員に対する申立人の質問権を認めてはどうか。また、口
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頭の意見陳述を行わない場合にあっても、処分庁（事案を処理した処分庁の職員）

側が弁明書を提出し、不服申立人が反論書を提出することができるとすることとし

てはどうか。 

 

 なお、行政機関からのヒアリングでは、現状の口頭の意見陳述では、申立ての際

に文書で提出した理由等を再度意見として口頭で繰り返すのみであり、意義に乏し

いという意見も示されており、意見陳述の内容面でも工夫を行う必要がある。また、

同じく行政機関からのヒアリングでは、口頭の意見陳述の日程設定が事務処理の遅

延の一つの原因となっているとの指摘もなされた。行政手続法の聴聞の期日指定の

方法（行政手続法第 15 条第１項）も参考にするなど、処理の迅速化の観点からの措

置も検討する必要がある。 

 

 また、②の観点から、不服申立人に対し、行政手続法第 18 条の規定を参考に、

審査請求の場合において処分庁から提出された書類に限ることなく、処分関係書類

全般の閲覧を認めることが適当と考えられる。この際、閲覧の拒否事由も含め行政

手続法と同様としてはどうか。さらに、行政手続法第 18 条では明文の規定はない

が、現在でも不服審査の運用上でなされているケースもある謄写について一般的に

認めるかどうかを検討する必要がある。 

 

（４） 事前・事後の手続を統一的に把握する視点 

 行政手続法により、聴聞相当処分については、（２）の口頭意見陳述と同様の手

続が事前手続として保障されている。この聴聞を経た処分については、現在、異議

申立ては封じられているが、事後手続が充実されることを踏まえれば、申立てを認

める必要があるのではないか。  

 

これに対し、聴聞の機会が付与されていない処分については、本人の申立てによ

る口頭意見陳述を認める必要があると考えられる。ただし、弁明相当処分であって

弁明書の提出があった場合には、この活用を図るなど、手続の合理化を検討すべき

である。 

 

（５）裁決・決定 

 現行行政不服審査制度では、裁決・決定の態様として、異議申立て及び審査請求

（処分庁の上級庁が審査庁の場合）では、却下、棄却、処分の全部又は一部の取消

し、事実行為の全部又は一部の撤廃、処分又は事実行為の変更の類型が設けられて

いる。 

 「審査請求」と「異議申立て」の二元主義の廃止に伴い、裁決・決定の一本化を
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図るとともに、裁決・決定に関しては、第三者機関等に諮問を行う場合も含め、Ⅲ

で述べるように義務付け的なものを認めるなど柔軟な対応を可能としてはどうか。 

 

 

４ 申立期間及び審理期間 

 

○ 基本的考え方 

 申立期間については、今回の行政事件訴訟法の改正において出訴期間の延長が図ら

れたこととの関係をどう考えるかについて、また、審理期間については、申立人の利

益に配慮し、審理の迅速化に資するような仕組みを設けられないかにつき検討する必

要がある。 

 

○ 具体的検討 

（１） 申立期間 

 行政事件訴訟法の改正を踏まえれば、一定期間内においては行政上の不服申立て

を行うのか、訴訟を行うのかの選択が可能であることが望ましいと考えられること

から、（主観的）不服申立期間については、行政事件訴訟法上の出訴期間と平仄を

合わせて、６か月に延長することが望ましい。この場合において、（主観的）不服

申立期間に係る例外規定についても、行政事件訴訟法と同様の規定とすることが適

当ではないか（具体的には、現第 14 条第１項但書を行政事件訴訟法第 14 条第１項

但書のように改め、現第 14 条第２項を削除する。）。 

 

 なお、（客観的）不服申立期間については、引き続き存置することとしてはどう

か。 

 

（２） 審理期間 

 審理に要する期間については、個別に定められている場合を除き、現在、特段こ

れを制限する規定がない。審理期間を制限することは、審理の促進の観点から有効

とも考えられるが、審理期間は案件の内容、性質や審理を行う機関によって異なり

得ることから、一律にこれを制限することは困難である。 

 

しかしながら、行政手続法により定められているように、申立人側に対し、裁決

等の見通しを示すことは権利利益の救済の観点から重要と考えられることから、同

法第６条（標準処理期間）および第９条（情報の提供）を参考に、不服申立処理に

係る標準処理期間を処分の性質・審査機関の性格等の事情を勘案して、審理を行う

行政機関が個別に設定し公表するとともに、申立人の求めに応じて当該不服申立て
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に係る審査の進行状況および当該不服申立てに対する裁決・決定の時期の見通しを

示すことを、審理を行う行政機関の努力義務としてはどうか。また、これにより審

理期間の短縮が図られることも期待されよう。 

 

 第三者機関等への諮問を行う場合については，「不服申立て事案の事務処理の迅

速化について」（平成 17 年８月３日情報公開に関する連絡会議申合せ）を参考に、

審理期間短縮のための仕組みを整備することも考えられる。 

 

 

Ⅲ 処分に関する新たな救済態様の検討 

 

○基本的考え方： 

  

 改正行政事件訴訟法においては、抗告訴訟の類型として、義務付け訴訟及び差止訴

訟が新たに法定されることとなった。これらの訴訟類型の法定は、これまでの訴訟類

型では救済が困難であったものに救済の道を拡大する意味があることから、行政上の

不服申立制度においても、類似のものを設けるべきかどうか検討する必要がある。 

 

 ただし、何らかの処分が行政によって行われる前の段階において、行政自身に特定

の処分の実施を義務付ける、もしくは差し止めることを求める場合には、裁判所に対

して訴える場合とは異なり、事前手続を拡張する形での柔軟な対応が考えられる。 

 

○具体的検討： 

 

以下、申立ての種類ごとに考えられる対応を検討する。 

 

（１） 処分の名あて人本人による申立て 

 a 利益処分の義務付け  

利益処分の義務付けについては、大半は申請拒否処分等に対する申立てとして

提出される場合が多いと考えられるが、このような場合には、処分の取消しのみ

ではなく、何らかの行為を行うことを処分権限を有する行政機関に義務付ける形

式の裁決を明文化することで対応すべきではないか。 

 

b 不利益処分の差止め 

   不利益処分の差止めについては、行政手続法に定める不利益処分に対する事前

手続が既に定められており、この適用を考慮すべきである。 

 - 14 -



 

 

（２） 第三者による申立て 

a 不利益処分の義務付け 

   第三者が、別の者に対する不利益処分の義務付けを申し立てた場合には、①第

三者の申立てに基づき、不利益処分手続に入るかどうかを原権限庁で判断し、②

不利益処分手続に入る場合には、行政手続法に定める不利益処分手続（弁明・聴

聞）について、同法第 17 条の参加人の規定をより強化することにより対応して

はどうか。 

 

なお、申立てを提起できる者の範囲は、Ⅱ１の不服申立適格の範囲と同様でど

うか。また、①の「判断」の取扱いについては、「処分」が存在しない段階での

ものであることから、「処分」への不服申立てに係る「裁決」とは異なる取扱い

としてはどうか。 

 

b 利益処分の差止め 

  利益処分の差止めの申立てについては、当該処分が行われる過程での第三者の

参加について、現行行政手続法第 10 条に定める参加の手続をより強化する形で

位置付けることにより対応してはどうか。 

 

Ⅳ 処分以外のものに対する不服申立て 

 

１ 対象範囲の検討 

 

○ 基本的考え方 

  Ⅱ及びⅢでは、現行の行政不服審査制度と同様、処分に対する救済を制度の中心

に据えたものとして記述してきた。 

 

 しかしながら、行政活動が多様化している中で、これまで処分ではないとされた

ために不服申立制度の外に置かれてきた各種行政上の行為についても、これらが国

民の権利利益に触れるような場合には、国民の権利利益の保護の充実の観点からは、

これら行政上の行為に対する不服を受け止めるための制度を設けておくことが望

ましい。 

 

 以下、上記方向性に沿って、処分以外の主な行政上の行為の類型ごとに検討する。 

 

○主な行政上の行為の類型ごとの検討： 
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（１） 行政指導 

 行政指導については、行政手続法により一定の規制を受けることとなったが、規

制の緩和等が進展する中で、ルール遵守を徹底するための手段としてなお多用され

る傾向にある。行政指導は、本来相手方の任意の協力の上のものであり、指導によ

り権利利益に変動をもたらすことがないのが前提であるが、行政指導に従わないこ

とを公表される等により、営業上の信用に傷が付く等の不利益を被ったり、行政指

導に従わないことにより後に不利益処分が発動されたりする場合などがある。また、

判例上も行政指導に従わないことによる不利益が問題となった例もある。このため、

行政指導に起因する不利益を避けるための不服申立て（以下、処分以外のものにつ

いても「不服申立て」とした。）を認めることは、国民の権利利益の保護及び行政

運営の適正化を図る上で意義があるものと考えられる。 

 

 もっとも、一言に行政指導といっても多種多様なものが存在しているため、どの

ような行政指導を不服申立ての対象とし、どのように救済を行うかという点が問題

となる。ここでは、行政指導とは、行政手続法第２条第６項における定義（行政機

関がその任務又は所掌事務の範囲内において一定の行政目的を実現するため特定

の者に一定の作為又は不作為を求める指導、勧告、助言その他の行為であって処分

に該当しないもの）に当たるものを言うことを前提とした。 

 

 行政指導のうち、その根拠が法定されているものがある。根拠が法定されている

ものには、一定の要件に該当した場合に行政機関が「勧告」、「指導」等を行うこと

ができることを定め、さらに、これら「勧告」、「指導」等に従わない場合に「公表」、

「是正命令」等が定められているものが多数みられる。このような行政指導につい

て、法令に定める要件に照らして、当該指導が違法又は不当である場合に救済を認

めることは、権利利益の救済の観点から非常に意義があるものと考えられる。 

 

 行政指導の根拠が法定されていないものにあっては、その態様は様々であるため、

一概に論ずることは困難な面もあるが、行政手続法の規定（第 32 条第２項、第 33

条及び第 34 条）に反して行われる行政指導や、法令の趣旨を逸脱しているのでは

ないかと考えられる行政指導に対しては、申立てによる救済の道を設ける必要があ

ると考えられる。また、地方公共団体の行う行政指導で法令の根拠のないものにつ

いては、現在行政手続法の適用が除外されており、法令違反という形では捉えがた

いため、同様の取扱いとすることが適当かどうかなお検討の必要がある。 
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（２） 行政指導以外の事実行為 

 事実行為については、従来、原状回復が図られる意味があることを前提に、継続

的事実行為についての不服申立てが認められてきた。 

 

 しかしながら、国民の身体・財産等に対して具体的な侵害を生じさせた行為で、

それ自体は単発の行為で継続性はないものについても、行政活動の適正化という点

から、何らかの形で不服を申し立てるみちを設け、これに対する行政機関の認識や

対応を明確にすることが必要ではないか。 

 

これにより、当該事実行為により侵害された権利利益の回復は困難であるものの、

組織的に同様のことが他の者に対しても行われることや、本人に対して将来繰り返

し行われることを防止できる等の効果が期待される。（例：強制退去候補者の入国

者収容所における処遇や、行政調査の際に行われる建物等への立入検査など。） 

 

（３） 行政上の契約 

 行政が国民との間において締結する契約については、民事上の契約であると一般

的に解されている。しかしながら、これら契約の中には、契約に係る事項が法令に

規定されているものや契約手続に係る事項が法令に規定されているものなどが典

型例であるが、通常の私人間における契約とは異なる原則が働くものも存在してい

る。 

 

このように、行政上の契約のうち、行政機関が遵守すべき規範が、民事上のもの

とは別途法令等の形で存在しているものについて、当該規範に違反して契約に関す

る行為が行われた場合などにあっては、国民の権利利益の保護の観点から、不服を

申し立てる手続を設けることが適当ではないかと考えられる。 

 

 なお、国及び地方公共団体の行う契約のうち、法令の形で遵守すべき規範が定め

られていないものにあっては、不服申立ての対象とすることは困難ではないか。 

 

（４） 行政立法 

 行政立法については、意見公募手続の法制化にみられるように、事前手続の充実

により対応していくことが基本と考えられる。違法ないし不当な手続により行政立

法が行われたことについて不服を申し立てるみちも検討したが、行政立法が処分性

を有するとされるもの以外は、国民の個々の権利利益に直接影響を与えるとは言い

がたいことなどから、不服申立ての対象とすることは適当ではないと考える。 
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ただし、事後救済の観点からは、制定以降も見直し期限が到来した時点で再度意

見公募を行う等の方法により、国民が行政立法に対して意見を述べる機会を拡充し

ていくことは必要ではないか。 

  

（５） 行政計画 

 行政計画については、行政立法に近い内容のものもあれば、行政指導に近いも

の、個別の名あて人に対する処分に近いものまで多種多様であり、統一的な救済

制度を設けるよりも、分野ごとに、その分野に最も適切な形の救済制度が設けら

れることが望ましいと考えられる。 

 

２ 処分以外のものを対象とした場合の処理手続等 

 

（１） 処理の基本的考え方 

  上記では、行政指導、行政指導以外の事実行為及び行政上の契約（以下「行政指

導等」という。）について何らかの形で不服申立ての対象とすべき旨示したところ

である。 

 

  このうち、行政指導については、「行政指導の違法性、不当性の確認」という形

で、行政指導以外の事実行為の場合には「事実行為の違法性、不当性の確認と再発

防止」という形で、契約の場合には「契約に係る行為の違法性、不当性の確認とそ

れに伴う契約の締結、取消し、契約解除の撤回、契約手続の改善等」という形でそ

れぞれ救済を考えることが望ましく、処分の取消しを基本とする処分に対する救済

の内容とは異ならざるを得ない。 

 

 当研究会では、新たな救済ルートの具体的制度設計に当たっては、昨年制定され

た「刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律」第 118 条から 120 条までに定める

「事実の申告」の制度等も参考にした。 

 

（２） 処理機関及び処理手続 

 行政指導等に対する不服申立てを認める場合、行政運営の適正化が一つの大きな

目的であることから、行政指導等を行った担当者が所属する行政機関において対応

することが基本と考えられる。 

 

 申立てがあった場合に行政機関に求められる対応として、典型的ケースを想定し

た場合、 

① 行政指導については、指導の要件を満たしていたか、指導に従わない場合の不
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利益取扱いを示唆するなどの不適切な行為はなかったか、などを調査し、調査の

結果とこの結果を踏まえた行政機関の認識及び今後の対応方針（個別の行政指導

の撤回、行政指導指針の改定など）を示すこと、 

② 行政指導以外の事実行為については、具体的な侵害行為など適正を欠いた行為

の有無に関して調査を行い、調査の結果とこの結果を踏まえた行政機関の認識及

び今後の対応方針（再発防止策など）を示すこと、 

③ 行政上の契約については、契約に係る行為が行政上の規範に違反したものであ

ったかどうかについて調査を行い、調査の結果とこの結果を踏まえた行政機関の

認識と今後の対応方針（契約の締結、取消し、契約解除の撤回、契約手続の改善

など）を示すこと、が求められよう。 

 

 したがって、行政指導等については、当該行為を行った者の所属する行政機関に

おいて申立てに係る調査を行い、当該調査の結果とその結果を踏まえた行政機関の

認識及び今後の対応方針を示すことを、申立てに対して行政機関が行うべき共通的

な手続として定めてはどうか。 

   

なお、当該行政機関に申し立てるのでは具体的な救済が期待できないとの意見も

あろうが、まずは、個人の権利利益に対する影響の大きさを考慮し、処分に対する

申立てを中心に慎重な手続を用意することが適当ではないかと考えられる。なお、

処分に対する申立てに係る手続規定のうち、必要なものについて準用できるよう検

討する必要がある。 

 

また、政府調達に関する苦情処理のように、現在個別に苦情処理手続が定められ

ているものもあるが、こうした手続が一般手続に比べ手厚い手続として用意されて

いる場合には、手厚い手続を存置することが適当である。 

 

 申立てのできる者の範囲については、行政指導については行政指導を受けた者、

行政指導以外の事実行為については、事実行為を受けた者、行政上の契約について

は、契約の相手方若しくは契約手続への参加者が申し立てることが想定され、それ

以外の第三者的な者が申し立てることは通常想定されないことから、いずれの場合

も限定が可能ではないか。 

 

 なお、行政指導等に対する不服申立てに対しては、行政機関の認識及び今後の対

応方針が行政機関側の回答になる。取消訴訟でその回答の瑕疵を争い得るかについ

ては、行政事件訴訟制度の設計の問題となるが、当研究会としては、その固有の瑕

疵を争う取消訴訟自体は必ずしも否定される必要はないと考える。 
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Ⅴ その他 

 

１ 教示等申立てを利用しやすくする措置 

 

 現行行政不服審査制度では､処分を行う場合に不服申立てができる旨教示を行うこ

とを一つの特色としている。今般の行政事件訴訟法の改正において、訴訟制度にも新

たに教示制度が導入されており、教示制度に期待がされていることから、引き続き教

示を行う等により申立てを利用しやすくする措置をとる必要がある。 

 

（１） 教示 

 「処分」については引き続き教示義務を課すとともに、教示の具体的な方法につ

いて統一を図る観点から、ガイドラインを示すこととしてはどうか。また、行政指

導等についても、書面によりなされるものについては、処分と同様に教示を義務付

けてはどうか。 

 

 なお、書面によらずなされる行政指導等であっても、「刑事施設及び受刑者の処

遇等に関する法律」に定める事実の申告制度における教示の在り方（第 15 条第１

項第 10 号）などを参考に、例えば包括的に教示を行えるような場合にはその可能

性を追求することとしてはどうか。 

 

 教示がなされなかった場合には，そのことを（主観的）不服申立期間の例外であ

る「正当な理由」（現行法は「やむをえない理由」）の判断の際の考慮要素とするこ

とが適当である。 

 

（２） その他の措置 

 国の行政機関への申立てについては、既にオンラインによる申立てが可能である

が、さらに利便性の向上を図る観点から、総合窓口（ポータルサイト）の設置を検

討してはどうか。その場合には、不服申立ての到達時期などについて、規定の整備

が必要かどうか併せて検討する必要がある。 

 

２ 関係法令、適用除外等の扱い 

 以上､行政不服審査制度の一般法である行政不服審査法の在り方を中心に改革の考

え方を示したが、現在行政不服審査法の特例として定められている個別法の規定や行

政不服審査法の適用除外の在り方については時間的制約もあり、十分に検討すること

ができなかった。これら特例や適用除外については、行政不服審査制度の改革の一環
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として、行政不服審査法と整合性を図る観点からの検討が必要と考えられる。 

 

 個別立法により、不服申立前置主義が採用されている規定があるが、こうした規定

は､個人の選択により直接訴訟を提起できるみちを閉ざしている面もある。この点に

ついては、行政事件訴訟制度も含めた行政救済の在り方の問題としても検討されるべ

きであろう。 

 

Ⅵ 今後の検討について 

 

 本報告において、過去 40 年を超えて実質的な見直しが行われなかった行政不服審

査制度について、その間の環境の変化や運用の実態を踏まえた問題点を明らかにする

とともに、それに対する解決方策としてとり得る方法に関する現時点での研究会とし

ての認識を示した。行政不服審査制度は、国民と行政との関係に関わる非常に重要な

制度であることにかんがみれば、本報告を機に、各方面におけるこの制度に対する関

心が一層高まり、改革に向けた様々な議論が行われることを期待する。 

 

 今後、政府において、行政不服審査制度についての国民側のニーズや､行政機関に

おける処理の実態等をさらに詳細に把握した上で、現実の制度改正につながる一層本

格的な検討が行われることを期待し、本報告がその重要な礎石となることを切に希望

する。 
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平成 18 年 8 月 

 

 

 

（財）行政管理研究センター 



は  し  が  き 
 

  （財）行政管理研究センターにおいては、総務省からの委託を受けて行政不服審査制度

に関する調査研究を実施し、平成 18 年 3 月に「行政不服審査制度研究報告書」として取

りまとめ、行政不服審査法について改正の必要性、改正の方向性を示したところである。 

  この調査研究では、行政指導、行政指導以外の事実行為及び行政上の契約を新たに不服

申立ての対象とすべき旨を提言したものの、これ以外にも行政不服審査制度全般にわたり

重大かつ抜本的な提言を行ったこともあり、①その範囲、②違法性・不当性の判断基準、

③その救済方法については、時間の都合で詳細な検討・整理を行うことができなかった。

また、これらの点については、従来行政不服審査制度の対象とされていなかったものを対

象とするものであるために、既存の学説においても明らかにされているとは言えない状況

にある。 

  本調査研究報告書は、総務省より、行政不服審査制度研究報告書「Ⅳ  処分以外のもの

に対する不服申立て」において新たに不服申立ての対象とすべきと提言されている、行政

指導、行政指導以外の事実行為及び行政上の契約に関して、①申立ての対象とすべき行政

上の行為の範囲、②申立ての対象とすべき行政上の行為に関する違法性、不当性の判断基

準、③以上を踏まえた申立てに対する救済方法についての検討を行い、報告書としてとり

まとめる旨の委託を受け、（財）行政管理研究センターにおいて、学識経験者の参加を得て

検討を行い、とりまとめたものである。 

 

  本調査研究の研究体制は、以下の通りである。 

 

    山本  隆司（東京大学大学院法学政治学研究科教授） 

    大江  裕幸（事務局・（財）行政管理研究センター研究員） 

 

平成 18 年 8 月 

（財）行政管理研究センター 

理  事  長    陶山  皓 
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Ⅰ  行政指導 

 

  １  申立ての対象とすべき範囲 

 

  行政手続法（以下、「行手法」とする。）2 条 6 項における行政指導の定義（「行政機関が

その任務又は所掌事務の範囲内において一定の行政目的を実現するため特定の者に一定の

作為又は不作為を求める指導、勧告、助言その他の行為であって処分に該当しないものを

いう。」）に該当するもののうち、書面によりなされたもの（行手法 35 条 2 項に基づき書

面交付がなされた場合を含む）、及び行政機関が行手法 35 条 2 項に基づく書面交付請求に

応じない場合を対象としてはどうか。 

 

  行政指導を不服申立ての対象とする場合、行政機関の特定の行為が行政指導に該当する

こと、及びその旨を行政機関及び名宛人たる私人が認識していることが必要である。さら

に、申立ての対象を特定するという観点から、当該行政指導の内容が明確であることが不

可欠であると考えられる。 

 

  行政指導が書面によりなされた場合、それが行政指導に該当すること及びその内容は明

確である。 

 

  行政指導が口頭でなされた場合には、当該行為が行政指導に該当することを行政機関又

は名宛人が認識していない可能性がある上、その内容は必ずしも明確ではない。この場合

に、名宛人の側が行手法 35 条 2 項に基づいて書面交付請求を行うことで、当該行為を行

った行政機関は、当該行為が行政指導に該当すれば原則として行政指導の趣旨及び内容等

を記載した書面を交付する義務を負うことになる。このことによって、行政機関の特定の

行為が行政指導に該当するか否か、及びその内容が明確にされる。 

 

  書面交付請求がなされた場合に、行政機関の側が当該特定の行為は行政指導に該当しな

いとして書面交付を行わない、あるいは行政指導に該当するとしつつ書面交付を行わない

ということも考えられる。こうした場合に、書面交付がなされていない以上あくまで不服

申立ての対象としないとすることは不合理である。したがって、行政機関が書面交付を行
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わない場合にも不服申立てを認める必要がある。不服申立ての結果、当該特定の行為が行

政指導に該当しない旨回答されることもあろうが、当該特定の行為が行政指導ではない旨

が確定されることによって、行政機関と私人の間に存する行政指導をめぐる紛争は一応の

解決を見るものと考えられる。 

 

  なお、以上の検討結果は国の場合を念頭に置いたものである。地方公共団体の場合には、

行政手続条例が未制定であったり、行政手続条例中に書面交付請求権が規定されていない

といった事態も考えられるところであり、以上の検討結果をそのまま適用することができ

ない可能性があるため、別途検討が必要である。 

 

  以上のように行政指導が書面によってなされたか否かで対象範囲を区切るという案以外

に、行政指導が法令等に根拠を有するか否か、行政指導指針（行手法 36 条）が策定・公

表されているか否かといった観点により対象範囲を区切るという案も検討した。しかし、

法令等に根拠を有さず、行政指導指針も定められていない場合にこそ、恣意的な行政指導

がなされる危険性が高いとも言える。また、書面によりなされたものであることを要求す

ることで、行政指導の存否及びその内容が明確にされており、対象範囲の限定としては十

分ではないかと考えられる。こうした理由から、法令等の根拠や行政指導指針の存否を手

がかりに対象範囲を限定するという案を採用する必要はないという結論に達したところで

ある。 

 

 

  ２  違法性・不当性の判断基準 

 

  行政指導の違法性・不当性の判断基準としては、第一に、国の行政機関が行った行政指

導にあっては行政手続法における行政指導に関する諸規定、地方公共団体が行った行政指

導にあっては当該地方公共団体における行政手続条例の諸規定を、それぞれ挙げることが

できる。なお、行政手続条例が制定されていない地方公共団体においては、行政手続条例

自体を違法性・不当性の判断基準とすることはできないという問題がある。 

 

  第二に、法令等に根拠を有する行政指導にあっては、当該法令等が違法性・不当性の判
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断基準になると考えられる。また、行政指導指針が策定されている場合には、当該指針は

少なくとも不当性の判断基準となると考えられる。 

 

  第三に、平等原則等の行政上の一般法原則も、違法性・不当性の判断基準となると考え

られる。また、行政指導に係る判例法理も行政上の一般法原則に含まれると考えることが

できれば、当該判例法理が違法性・不当性の判断基準となり、行政手続条例が制定されて

いるか否かで大きな差異が生じることはないと言うことができよう。 

 

 

  ３  申立てに対する救済方法 

 

①調査・回答義務 

  対象範囲に含まれる行政指導等について不服申立てがなされた場合、申立てを受けた行

政機関には調査・回答義務が生じる。 

 

②違法（不当）確認等 

  調査の結果、当該行政指導等が違法又は不当であった場合、申立てを受けた行政機関は、

申立人に対して当該行政指導が違法（不当）であったことを確認する旨の回答を行う。書

面交付の拒否に対する不服申立てについては、書面交付の拒否が違法であればその点を確

認する旨の回答を、行政上の特別の支障があるために書面交付の拒否が違法ではない場合

にはその旨の回答を行う。また、行政機関側が当該特定の行為が行政指導に該当しないと

する場合には、当該特定の行為が行政指導ではない旨を確認する旨の回答を行う。 

 

③是正措置 

  行政指導が違法又は不当であると確認した場合、当該指導を行った行政機関は、当該指

導の性質及び違法（不当）とされた理由に応じて必要な是正措置を講ずる。以下に具体例

を挙げる。 

  ・行政指導の取消し 

      行政指導への不服従の際にその事実を公表することが予定されている場合には、行

政指導を撤回することが意味を持つことになる。 
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  ・行政指導を繰り返さない旨の確認 

  ・行政指導への不服従を理由とした不利益取扱いを行わない旨の確認 

  ・行政指導指針等の改定 

      行政指導指針等自体に問題があることが判明した場合。 

  ・書面の交付 

      書面交付の拒否が違法とされた場合。 

 

 

※なお、検討の過程で、行政庁が何らかの規制権限を有しているにもかかわらず、当該権

限を行使せずに行政指導によって当該権限付与の目的を達成しようとしている場合（例え

ば、除却命令を発することなく、建築基準法違反を理由に建築物の一部を除却すべき旨指

導を繰り返す場合）に、いかなる救済がなされうるかという点が問題となったが、この場

合には、第三者からの義務付けの申立てにより対応することや、行政指導が法令の趣旨内

容に適合することを違法性・不当性の判断基準とすることで対応が可能ではないかと考え

られる。また、このように違法性・不当性の判断基準を拡張することで、許認可を受ける

よう求める行政指導が繰り返されるような場合についても対応が可能となると考えられる。 

 

※※また、法令等に根拠を有し不服従に対し公表等の措置が定められているような行政指

導については、判例において従来行政指導と考えられていた行政上の行為に処分性が認め

られるようになってきているという傾向に鑑みれば、処分に関する不服審査と同様の手続

をとることも考えられるところである。 
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Ⅱ  行政指導以外の事実行為 

 

  １  申立ての対象とすべき範囲 

 

  行政指導以外の非継続的事実行為という概念の外延及び内包を確定することは困難であ

るが、以下では、物理作用たる事実行為と精神作用たる事実行為とに分けた上で、前者に

含まれる類型として公共工事、行政上の強制執行（行政代執行、直接強制等）、行政調査、

即時執行を、後者に含まれる類型として情報による行政作用（情報提供、公表等）を観念

し、それぞれについて検討を加えることとする。 

 

  公共工事については、広域に関わる多種の利害を調整する必要があるため、「処分以外の

ものに対する不服申立て」として想定されている処理手続で捉えきることは困難であり、

事前手続の整備等も含め、別途検討されるべき問題であると考えられる。したがって、公

共工事を申立ての対象に含めることは適当ではないとの結論に達した。 

 

  行政上の強制執行については、事実行為がなされるに先立って処分が行われることが通

例であり、処分に対する不服申立てにより事実行為による権利利益の侵害を防ぐことがで

きるため、事実行為のみをあえて切り出して別途不服申立ての対象とする必要性に乏しい

とも考えられるところである。しかし、過剰執行の場合など、強制執行の手続や方法が違

法又は不当に行われることも考えられるところであり、また、強制執行は法律に基づいて

行われるものであるため、対象が過度に拡散してしまう恐れも小さい。そこで、行政上の

強制執行についても、その方法又は手続については、不服申立ての対象とすることが妥当

であるとの結論に達した。 

 

  行政調査については、当該調査に基づいて処分が行われる場合には、行政調査の瑕疵は

当該処分の違法性・不当性を判断する際に考慮されるため、申立ての対象とする必要性に

乏しいとも考えられる。しかし、行政調査が行われた場合に必ず処分がなされるわけでは

ないという点、私人の権利利益の救済という観点からすると処分がなされるに先立って行

政調査の違法性・不当性を確定しておくことには意味があると考えられるという点から、

行政調査については不服申立ての対象とすることが妥当であるとの結論に達した。ただし、
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行政調査のうち、強制調査については、法律上の根拠によりその範囲を確定することが容

易であるのに対して、任意調査については、必ずしも法律等に根拠を有するものではなく、

対象を限定することが困難である。そのため、強制調査については不服申立ての対象にす

ることに問題はないと言えるが、任意調査については、対象が過度に拡散してしまう危険

性を考慮すると、対象とすることに問題がないとは言えない。したがって、任意調査を不

服申立ての対象とすべきかという点については、引き続き検討を行う必要がある。なお、

任意調査を一律に不服申立ての対象から除いてしまった場合、任意調査を謳いながら実際

上は強制調査にわたっているような事例が不服申立ての対象外になってしまいかねないと

いう問題がある旨付言しておく。 

 

  即時執行については、その性質上法律上の根拠を有しており、対象を特定することは容

易である。また、即時執行については国家賠償請求以外に適切な救済手段が見出せないた

め、不服申立ての対象として違法性・不当性の確認という形で私人の権利利益の救済を行

い、行政の適正な運営を確保する必要性が大きいと言うことができる。したがって、即時

執行については不服申立ての対象とすることが適当であるとの結論に達した。 

 

  情報による行政作用については、その範囲を確定することが困難である。しかし、少な

くとも法令上根拠を有し、あるいは要綱等により制度化されているものについては、対象

とすることが可能であると考えられる。なお、法令上根拠を有せず、要綱等による制度化

もなされていない場合であっても、例えば O-157 集団食中毒調査結果の発表の際に問題と

なったように、私人の権利利益の救済の観点からすると不服申立ての対象とすることが要

請される事例が見られるところである。また、法人の事業情報については、個人の場合と

は異なり、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律による訂正請求及び利用停止

請求の対象外となっており、誤った事業情報を公表された場合に不服申立てを認める実益

は大きいと言える。このように、対象範囲を確定するという観点からは、法令上根拠を有

し、あるいは要綱等により制度化されているもののみを対象とすることが適当であるとも

考えられるが、それ以外のものについても不服申立てを認める必要性ないし実益が大きい

と考えられるため、ここでは結論を留保し、引き続き検討を行うことが適当である。 
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  ２  違法性・不当性の判断基準 

 

  法令等に根拠を有する事実行為にあっては、当該法令等が違法性・不当性の判断基準と

なるものと考えられる。 

 

  また、平等原則や比例原則等、行政上の一般法原則も違法性・不当性の判断基準となる

ものと考えられる。 

 

 

  ３  申立てに対する救済方法 

 

①調査・回答義務 

  対象範囲に含まれる事実行為について不服申立てがなされた場合、申立てを受けた行政

機関には調査・回答義務が生じる。 

 

②違法（不当）確認 

  調査の結果、当該事実行為が違法又は不当であった場合、申立てを受けた行政機関は、

申立人に対して当該事実行為が違法（不当）であったことを確認する旨の回答を行う。 

 

③是正措置 

  非継続的事実行為が違法又は不当であると確認した場合、当該行為を行った行政機関は、

当該行為の性質及び違法とされた理由に応じて必要な是正措置を講ずる。以下に具体例を

挙げる。 

  ・訂正等 

      事実誤認等に基づく誤った情報提供がなされた場合 

  ・内部基準等の改定 
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Ⅲ  行政上の契約 

 

  １  申立ての対象とすべき範囲 

 

  行政上の契約を申立ての対象とする場合、行政上の契約を類型化する観点が必ずしも確

立していないという問題がある。例えば、準備行政における契約、給付行政における契約、

規制行政における契約などという分類がなされることがあるが、それぞれの類型の契約に

民事法規範も含めて多様な法規範が適用される可能性があるため、この分類を申立ての対

象範囲を確定するための直接の基準とすることは困難である。 

 

  ここでは、行政上の契約について不服申立ての対象範囲を確定するためには、行政上の

契約を規律する法令等の規定に手がかりを求めざるを得ないという結論に達した。具体的

には、行政上の契約を規律する法令等の規定が存在し、かつ、当該規定が申立人の権利利

益に関連する場合に、当該行政上の契約についての不服申立てを認めてはどうか。行政上

の契約を規律する法令等の規定が存在するのみならず、当該規定が申立人の権利利益に関

連するということを要求する趣旨は、行政上の契約を規律する何らかの法令等の規定が存

在することのみをもって不服申立ての対象として認めることとした場合、対象が過度に広

範になりすぎるために、不服申立てを認める第一次的な目的は申立人の権利利益の擁護で

あるという点に立ち返って、その観点から限定を加えるという点にある。また、以上のよ

うな限定を加えずに、財務会計上の違法性・不当性を全般的・一般的に申立ての対象とす

ることは、想定されている不服申立手続になじまないという観点からも、以上のような限

定を加える必要があると言うことができよう。 

 

  その上で問題となるのが、法令等の規定という場合に、それが法令の規定であることを

要求するのか、それとも法令に限らず要綱等の内部規定で足りるとするのかという点であ

るが、いずれにもメリット・デメリットがそれぞれ存在し、いずれか一方を採用すること

を妥当とする結論には至らなかった。そのため、ここではそれぞれの考え方のメリット・

デメリットを指摘するにとどめる。 

 

  行政上の契約を規律する規範が法令において規定されていることを要求することは、不
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服申立ての対象範囲を確定するという観点からすれば、基準として明確であると言うこと

ができる。しかし、特に給付行政の領域においては、要綱に基づいて給付契約を制度化し

ている例（例えば、要綱に基づく補助金の交付）が数多く見られるところであり、これら

が申立ての対象から抜け落ちてしまうという問題点がある。また、特に地方公共団体にお

いて、同様の内容の給付作用を、条例等で規定すれば不服申立ての対象になり、要綱等で

規定すると対象にならないという不均衡が生じる点も指摘できよう。 

 

  行政上の契約を規律する規範が要綱等において規定されていれば足りるとした場合、上

で指摘した問題点を回避することができる。しかし、国及び地方公共団体が締結する契約

で、要綱等においてすら契約に際して遵守すべき規範を規定していないものは限られてい

ると考えられ、事実上かなりの行政上の契約が不服申立ての対象範囲に含まれることにな

りかねないという問題点がある。 

 

  なお、指名競争入札から排除されたなど、行政上の契約それ自体ではなく、その準備行

為に対して私人が不服を有する場合がある。このような場合、行政上の契約の準備行為を

行政上の契約に関する不服申立ての対象外とすることは適当ではなく、行政上の契約の準

備行為を規律する法令等の規定が存在し、かつ、当該規定が申立人の権利利益に関連する

場合には、当該準備行為に関する不服を行政上の契約に関する不服申立てにおいて主張す

ることを許容することとしてはどうか。 

 

※なお、例えば調達契約に関しては、一定のものについて行政内部の救済制度が整備され

ているところである。このように、行政上の契約についてすでに救済制度が整備されてい

る場合には、既存の救済制度との関係を整理する必要があると言えよう。 

 

 

  ２  違法性・不当性の判断基準 

 

  行政上の契約については、申立人の権利利益に関連する行政上の契約を規律する法令等

の規定が、違法性・不当性の判断基準となる。 
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  なお、それ以外に平等原則等、行政上の一般法原則をも違法性・不当性判断基準に含め

ることも考えられるところである。しかし、この考え方に対しては、申立ての対象範囲を

確定する際には法令等のみを手がかりとしておきながら、違法性・不当性の判断基準につ

いてはそれ以外の行政上の一般法原則をも含めることは、一貫性を欠くとの批判が予想さ

れるところである。 

 

 

  ３  申立てに対する救済方法 

 

①調査・回答義務 

  対象範囲に含まれる行政上の契約について不服申立てがなされた場合、申立てを受けた

行政機関には調査・回答義務が生じる。 

 

②違法（不当）確認 

  調査の結果、当該行政上の契約に関して行政機関の行った行為が違法又は不当であった

場合、申立てを受けた行政機関は、申立人に対して当該行為が違法（不当）であったこと

を確認する旨の回答を行う。 

 

③是正措置 

  契約の性質上、一度締結された契約の効力を行政機関の一方的行為により否定ないし制

限することは困難である。したがって、行政機関の一方的行為によってなしうる措置の中

から、当該行政上の契約の性質、違法又は不当とされた理由に基づいて、行政機関が適切

な措置を講ずることとしてはどうか。以下、考えられる是正措置をいくつか列挙する。 

  ・入札参加資格の確認 

  ・補助金受給資格の確認 

  ・補助金の交付 

  ・給水契約の締結 
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行政不服審査制度の改善等についての意見・要望の募集結果 

 

 

○ 行政不服審査制度の在り方に関する研究を進める際の参考資料とするため、現行制度の改善等について、広く一般か

ら意見・要望を募集した。 

◇ 募集した意見・要望の範囲 ： 行政不服審査制度全般に関するもの 

◇ 意見・要望の募集期間   ： 平成 18 年 5 月 26 日～同年 7 月 21 日 

◇ 意見・要望の提出方法   ： 電子メール、ファクシミリ又は郵送・持参のいずれか 

◇ 意見・要望の提出者数   ： 73（団体・個人） 

◇ 意見・要望の取りまとめ方法： 提出された意見・要望をその内容により要旨とした上で 11 の項目に分類整理。

分類整理に際し、一提出者の意見・要望が複数項目に渡る場合には分割し、また、

複数の提出者の意見・要望で同旨と考えられるものについては集約。 

 

 

意見・要望項目 意見・要望の要旨 

１ 申立適格 ① 改正された行政事件訴訟法を参考に不服申立適格の範囲を拡大するべき。 

② 法律上の利益を有する者だけでなく、例えば、ⅰ）事実上の利益を有する者、ⅱ）公益的立

場から違法行為を是正しようとする者、ⅲ）環境団体や消費者団体などにも不服申立適格を認

めるべき。 

③ 不服申立適格について、行政事件訴訟法の原告適格より広く認め、処分に不服がある者全般

を対象とするべき。 

④ 自己の利益と無関係な者にまで不服申立適格を認めるべきではない。 

⑤ 不服申立ては満 20 歳以上の者に認めるべき。 

資料６ 
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２ 申立対象 ① 処分だけでなく、行政指導、行政計画、行政調査、行政契約、警告、要綱に基づく補助金の

交付、陳情、請願、行政立法等についても不服申立ての対象とするべき。 

３ 申立ての種類 ① 審査請求と異議申立てを一本化するべき。 

② 審査請求と異議申立てを一本化することを原則とするが、国税通則法等のように限られた分

野においては異議申立てと審査請求の両方ができるようにしておくべき。 

③ 簡易迅速な権利救済を図るため、すべての審査請求について再審査請求ができるようにする

べき。 

④ 簡易迅速な処理を図るため、処分庁自らが審理を行う異議申立型を基本とするべき。 

４ 救済態様 ① 義務付けや差止めなどの救済態様を認めるべき。 

② 行政処分に重大な瑕疵がある場合には、申立期間の規定にかかわらず、いつでも無効確認の

不服申立てを認めるべき。 

③ 利益処分の差止めを求める者に利益処分の義務付け申立てへの参加権を認めるべき。 

④ 不利益処分を求める者に不利益処分の義務付け申立てを認めるべき。 

⑤ 処分取消の裁決を当該申立てだけでなく、その後の行政運営にも反映させるべき。 

⑥ 執行停止原則の採用を含め執行停止要件の大幅緩和を検討するとともに、差止めや義務付け

に対応した仮の処分制度も検討するべき。 

５ 申立期間 ① 不服申立期間を 6 か月とするべき。 

② 不服申立期間を 3 か月とするべき。 

③ 不服申立てに係る教示がなかった場合には、処分の効力がある限り教示されるまでいつでも

不服申立てができるようにするべき。 

④ 係争中の不服申立事案に後続する不服申立てについては申立期間の規定を適用せず、係争中

の事案が終了した後に速やかに申立てればよいこととするべき。 

⑤ 申立期間の制限を廃止するべき。 

⑥ 簡易迅速な手続による行政処分の早期確定を図るため、不服申立期間を 30 日とするべき。
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⑦ 再審査請求期間を 60 日とするべき。 

６ 申立手続 ① 口頭により不服申立てができる場合を拡大するべき。 

② 不服申立ては原則書面で行うこととするべき。 

③ 不服申立書や反論書の提出部数を 1 通とするべき。 

④ FAX や IT を活用して不服申立てができるようにするべき。 

⑤ オンラインによる不服申立ては住基ネットの整備が整っていないことから時期尚早。 

⑥ 申立ての濫用防止、受益者負担の考えに基づき、申立手数料を徴収するべき。 

⑦ 不服申立書の統一書式を作成するべき。申立書記載事項中の「請求の趣旨及び理由」につい

ては、あらかじめ様式中に箇条書き等により整理しておき、申立人が選択できるようにするべ

き。 

７ 適用除外 ① 法第４条第１項第８号～10 号（教育、収容、出入国関係）に該当する行為こそ公権力の行使

に当たる行為として厳しく牽制されるべき。 

② 個別法で適用除外されているものが多く、行政不服審査法が一般法として機能していないの

で、個別法を改正して一般法である行政不服審査法に収斂するべき。 

８ 審理機関 ① 処分担当部署と申立人が当事者となる対審型の審理構造をとるべき。 

② 審査は処分担当部署以外の部署により行うべき。 

③ 最終的な裁決は原処分者より上位者が行うことを原則とするべき。 

④ 独立して審理を行う第三者機関を設置するべき。 

⑤ 地方公共団体については共同で第三者機関を設置するべき。 

⑥ 処分については行政庁から独立した審理機関で審理を行い、新たに不服申立ての対象とする

べき行政指導等については苦情処理に近いことから行政庁で審理を行うべき。 

⑦ 簡易迅速な処理を確保するため、処分庁自ら審理を行う異議申立型を基本とし、その際、学

者や弁護士を委員とする第三者機関に諮問を義務付けるようにするべき。 

⑧ 不作為の異議申立てについて、処分庁以外の機関による審理を行うべき。 
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⑨ 審理の中立性を確保することができるように第三者機関の構成員を人選するべき。 

⑩ 原処分の無批判肯定を止めるべき。 

⑪ 審査庁の独立性を高めるため、職権探知を積極的に行うことができるようにするべき。 

⑫ 審理担当者に原処分庁や第三者への資料提出要求権を認めるべき。 

⑬ 審理機関は事案の処理状況について評価を行い、その結果を公表すること。 

９ 申立人の手続的

権利 

① 不服申立人に対して処分関係書類全般（処分根拠資料、裁決・決定根拠資料、審査機関が職

権探知により収集した資料等）についての閲覧を認めるべき。 

② 不服申立人に対して関係書類の閲覧に加え、謄写も認めるべき。 

③ 不服申立人に対して原処分庁への質問権を認めるべき。 

④ 不服申立人による口頭意見陳述の機会の付与は、審理機関の判断ではなく、申立人の希望に

より決定されるべき。 

⑤ 現在の口頭意見陳述は、不服申立人が処分庁の担当職員の立会いもない中で延々と意見を一

方的に述べるだけで形骸化していることから、処分庁の担当職員を立ち合わせ、申立人からの

質問を認め、対質尋問の形式をとるようにするべき。 

⑥ 情報公開審査会等の諮問機関での審理において口頭意見陳述を行い、さらに諮問機関から答

申を受けた処分庁の審理の中でも諮問機関での意見と同内容の口頭意見陳述を行っている例が

多いことから、諮問機関で口頭意見陳述を行った場合には、その速記録を答申に添付すること

により処分庁における口頭意見陳述を省略することができるようにするべき。 

10 審理期間 ① 不服申立てから裁決までの標準処理期間を設定するべき。 

② 不服申立人に対して標準処理期間を通知し、当該期間を過ぎる場合には理由と予定処理期間

を再度通知するようにするべき。 

③ 弁明書、反論書の提出後１か月程度で裁決するべき。 

④ 処分担当から３週間以内に弁明書を提出させ、これに対する申立人の反論書を３週間以内に

提出させ、その後１か月以内に公開の審理を行って、２週間以内に裁決するべき。 
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⑤ 弁明書の提出の遅延が多いので、提出期限を 30 日程度に設定するべき。審査庁からの督促

にもかかわらず正当な理由なく弁明書を提出しない場合には、弁明の意思がないものとして申

立てを認容するべき。 

11 その他 ① ⅰ）申立対象・申立適格の制約の制限、ⅱ）審査の独立性確保のための最低基準、ⅲ）審査

手続における申立人の最低限の権利保障、ⅳ）行政活動の適法性・妥当性確保のための制度整

備の努力義務といった不服審査手続における基本原則を定めた総則規定を創設するべき。 

② 「行政庁」、「上級行政庁」、「直近行政庁」等の定義規定を置くべき。 

③ 不当性の審査も行うべき。 

④ 市町村間で処分内容に差がみられるので、共通の処分根拠・基準等を定めるべき。 

⑤ 不服申立て後における行政庁による処分変更を禁止するとともに、変更する場合には、処分

庁の認諾を明確にするべき。 

⑥ 不服申立人は審理手続の中で保障されている権利について熟知していない場合が多いので、

審理の開始前に審理機関から十分に説明させるようにするべき。 

⑦ 申請の一部に対する処分の場合に、残余の部分について処分が行われたのか、処分が留保さ

れているのか明らかでないことがあるので、処分時における教示を明確に行うべき。 

⑧ 教示は処分通知や裁決書に記載することとし、それを欠いたものは形式の瑕疵として処分自

体を無効とするべき。 

⑨ 審査請求書に記載すべき事項（法第 15 条第１項）についても教示するようにするべき。 

⑩ 教示の方法についてガイドラインを作成するべき。 

⑪ 制度を利用しやすくするため、制度概要等をまとめた冊子の作成、全国に所在する行政相談

委員の活用等行うなどして制度の周知を図るべき。 

⑫ 不服申立てへの誘導、申立書の起案・受付を行う窓口を設置するべき。 

⑬ 不服申立ての受付、相談窓口として、行政評価事務所や行政相談委員等を活用するべき。 

⑭ 弁護士や税理士だけでなく行政書士などの隣接法律専門職にも業として不服申立ての代理が
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できるようにするべき。 

⑮ 多くの個別法により審査請求前置が原則とされているため、ⅰ）短期の不服申立期間を徒過

したことにより取消訴訟が不適法となる、ⅱ）審査請求に時間を要したために取消訴訟の訴え

の利益が消滅してしまうなど裁判を受ける権利が制限される結果となっていることから、審査

請求前置主義を廃止し、自由選択主義とするべき。 

⑯ 適用法律が憲法に違反することや適用通達が法律に違反することを争点とする取消請求につ

いては、不服申立てではなく、直ちに訴訟で対応することができるようにするべき。 

⑰ 「行政不服審査制度研究報告書」で提言されている事項に沿って、制度の一層の充実・強化

を検討するべき。 

 

 

 6



資料７ 

平成 17 年度 行政不服審査法等の施行状況に関する調査結果 

（暫定値） 
 

１ 国に対する不服申立ての件数 

○ 行政不服審査法に基づく不服申立て         １８，１４９件

（内訳）異議申立て        ６，５４２件 

審査請求        １１，１８９件 

再審査請求          ４１８件 

○ 行政不服審査法に基づかない不服申立て（注１）      ２６，９２１件 

 

２ 都道府県に対する不服申立ての件数 

○ 行政不服審査法に基づく不服申立て          ６，４３７件

（内訳）異議申立て        １，８１７件 

審査請求         ４，５７７件 

再審査請求           ４３件 

○ 行政不服審査法に基づかない不服申立て（注２）         ６２６件 

 

３ 政令指定都市に対する不服申立ての件数（15 市）（注３）

○ 行政不服審査法に基づく不服申立て            ９２０件

（内訳）異議申立て          ４６２件 

審査請求           ４５８件 

○ 行政不服審査法に基づかない不服申立て（注２）         ２４０件

 

４ 県庁所在市に対する不服申立ての件数（34 市） 

○ 行政不服審査法に基づく不服申立て            ２９６件

（内訳）異議申立て          ２５６件 

審査請求            ３９件 

再審査請求            １件 

○ 行政不服審査法に基づかない不服申立て（注２）        １４９件 

 

（注）１ 工業所有権関係の不服申立て（審判の請求）などがその例である。 

２ 固定資産課税台帳に登録された固定資産の価格に係る審査の申出、地方公共団体の議

会の議員及び長の選挙の効力に関する異議の申出などがその例である。 

３ 調査対象となった政令指定都市 15 市には、平成 18 年４月１日に政令指定都市に移行

した堺市も含む。 

４ 平成 17 年度調査から、政令指定都市及び県庁所在市以外の全市町村についても調査

を実施している（現在、集計中）。 

５ 調査対象期間は平成 17 年４月１日から翌 18 年３月 31 日までである。 



　○　行政不服審査法に基づく不服申立て件数（異議申立て及び審査請求の合計件数）の推移 　※平成１７年度については暫定値

　　　　　　（注）　昭和３７年度は、行政不服審査法が施行された昭和３７年１０月２日からのものである。

（件）

（年度）
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地方公共団体ヒアリング結果 

 
○ 平成 18 年８～９月に、全国の地方公共団体の中から、不服申立件数が比較的多いもの又は少ないもの、審理体制に特

色があると思われるもの等を中心に任意抽出した８団体において、行政不服審査制度の運用実態、意見要望等についてヒ

アリング調査を実施した。 
○ 本表記載の意見・要望は、ヒアリング対象機関における担当職員の個人的な見解を聴取し、整理したものである。 
 
調査対象 運用実態 行政不服審査制度に対する意見・要望 

【生活保護関係】 

○ 口頭意見陳述の日程調整や録取

書の確認に時間を要したため、生

活保護法で規定された50日の標準

処理期間を大幅に超過した審理と

なっているものがある。 

○ 原処分件数約 1,000 件 

不服申立件数 17 件（17 年度） 

Ａ県 

 

【懲戒処分関係】 

○ 答弁書や反論書の作成、口頭意

見陳述の日程調整等に時間を要し

たため、審理が長期化しているも

のがある。 

○ 原処分件数 60 件 

○ 同一組織内で行われた処分に関する不服申立てについては、認容裁決

を出し難いという面もあることから、審理手続に第三者を関与させるこ

とは、申立人だけでなく、行政庁側にとっても重要と考える。 

○ 法定受託事務についての不服申立てがあった場合には大臣審査とな

るが、対審的な審理構造を原則とした場合、これまでのように資料を本

省に送るだけでは済まず、毎回本省に出頭しなければならないことか

ら、業務量が増大するのではないか。 

○ 分野横断的な第三者機関を置くとなると、案件ごとに専門家を集めて

こなければならず、小規模な自治体では事実上不可能ではないかと思

う。 

○ 生活保護分野に関しては、認定等事務の経験を有する職員が比較的多

くいるので、仮に不服申立対象となっている処分に関与していない部門

で審理を行うこととなっても対応は可能と思われる。 

資料８ 
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  不服申立件数 4件（17 年度） 

Ｂ県 

 

【身体障害者福祉・精神保健関係】 

○ 組織改編に伴い、処分担当部署

と審理担当部署を分離している。 

○ 不服申立ての事務処理の迅速化が必要。 

○ 処分担当者と審理担当者を分けても、両者が同じ課室に属する場合に

は、審理の公平性が確保されているとはいえない。 

○ 分野横断的な第三者機関は、審理範囲が広く、委員の人選が困難であ

る。 

○ 裁定的関与の見直しが必要。 

○ 処分以外の行政上の行為を対象とする場合には、対象範囲を限定する

べき。 

○ 県の判断にしたがって市町村が行った処分についての不服申立ては、

市町村に対して行われることになるが、実質的な判断を行った県に対し

て行うべきではないか（更正医療の例）。 

Ｃ県 【身体障害者福祉関係】 

○ 原処分件数 538 件、不服申立件

数 3件（17 年度） 

○ 不服申立ての度に原課があわてて審理を担当するよりも、人事委員会

や労働委員会のような別の独立した組織で一元的に審理を行う方がよ

い。 

○ 認容率や不服申立件数の多少により制度の是非を判断するべきでは

ない。 

○ 標準処理期間については、最低でも２～３か月は必要。 

○ 処分の概念が一番難しいので、法律で定義規定を置いてほしい。 

○ 不服申立て先が個別法によって異なるので、分かり易くするべき。 

Ｄ県市町

村公平委

【懲戒処分関係】 

○ 市町村総合事務組合の共同処理

○ 現行制度は裁決でしか終結しないが、和解あっせんのような形での終

結も導入できないか。 
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員会 事務の一部として、公平委員会事

務（不服申立ての審査等）を行な

っている。 

○ 不服申立件数１件、処理件数１

件（17 年度） 

○ 現行制度ではすべての事案について等しく慎重な手続を経て裁決し

ているが、事案の種類によって慎重な手続を経ないでもよいものがある

のではないか。 

Ｅ市 

 

【生活保護関係】 

○ 生活保護の認定を行う部署にお

いて原処分と審理の両方を担当し

ているが、審理の客観性を確保す

るため、原処分に関与していない

職員が審理を担当するようにして

いる。 

○ 原処分件数 64 件 

  不服申立件数１件（17 年度） 

○ 生活保護の事務に熟知している者でなければ審理を担当することが

難しく、現在の市の体制では、処分担当部署以外の部署により審理を行

うことは難しい。 

○ 処分関係書類全般の閲覧により処分担当職員の氏名等が明らかとな

り、担当職員への個人攻撃が行われ、結果的に職員が萎縮してしまうお

それがあるので賛成できない。 

Ｆ市 

 

【市町村税関係】 

○ 区役所の課税課（市民税担当）

の課税指導を担当している本庁市

民税課が審査請求の審理も担当し

ている。将来的には第三者的な立

場に立つ課室（税務課等）におい

て審査請求を行うことを検討した

いとのこと。 

○ 不服申立ての処理件数２件（17

○ 条例委任事項を設けても、法の規定をそのまま準用することとなるの

で、委任する意味があまりない。 

○ 行政不服審査制度は迅速処理に重きを置くべきであり、第三者的な視

点は司法の場で判断するべき。 

○ 裁定的関与の見直しが必要。 
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年度） 

【固定資産税関係】 

○ 区役所の課税課（固定資産税担

当）の課税指導を担当している本

庁固定資産税課が審査請求の審理

も担当しており、弁明書の内容に

ついても区の課税課から相談を受

けている。将来的には第三者的な

立場に立つ課室（税務課等）にお

いて審査請求を行うことを検討し

たいとのこと。 

○ 不服申立ての処理件数９件（17

年度） 

Ｇ市 

 

【全般】 

○ 当該市全体で不服申立て件数は

２件のみ（情報公開条例関係、都

市計画法関係）。 

○ 市町村レベルでは、原課の中で原処分に関与していない者はほとんど

いないので、処分担当者とは別の立場の審理担当者を確保することは困

難である。 

○ 情報公開・個人情報保護審査会を拡張したイメージであれば、市町村

でも分野横断的な第三者機関を設けることは可能。 

○ 不服申立ての対象範囲を拡大すると、手続面での負担が拡大する。 
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Ｈ市 

 

【土地区画整理関係】 

○ 不服申立件数 20 件（17 年度） 

○ 処分か否かの判断に苦慮するので、定義規定を置いてほしい。 

○ 特例が多く制度が複雑で分かりにくいので、整理するべき。 

○ 国の判断にしたがって市が行った処分についての不服申立ては、処分

を行った市が担当することになるが、実質的な判断を行っていないの

で、審理し難い。 

○ 第三者性を確保すると、迅速な審理に支障となるのではないか。 
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資料９ 
 

行政不服審査制度検討会スケジュール（案） 

 

 平成18年 

第１回会合 10月30日 

 

第２回会合 11月28日（火） 9:00～11:00（候補）

 

第３回会合 12月25日（月）16:00～18:00（候補）

 

11月 

 

12月 

 

 平成19年 
個別論点の検討、有識者ヒアリング等 

１月 
《論点例》 

・ 不服申立適格 

・ 申立の種類・審理の基本構造 

・ 審理手続 

・ 処分に関する新たな救済態様 

・ 処分以外のものに対する不服申立て 等 

 

２月 

 

３月 

 

４月 

中間とりまとめ 

意見公募、関係機関ヒアリング 
 

５月 

 

改正法要綱案・関連法整備方針の検討 ６月 

 

改正法要綱案・関連法整備方針取りまとめ ７月 

※月１～２回開催予定。 
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